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フランスの個人情報保護制度――2018 年改正法を中心として

研究代表者 村 上 裕 章 成城大学 法学部 教授 

1 はじめに 

本稿は、フランスにおける個人情報保護制度の特色を明らかにするため、現行制度の概略を検討するもの

である。 

周知のとおり、EU 域内においては、「個人データの取扱いと関連する自然人の保護に関する、及び、その

データの自由な移転に関する、並びに、指令 95/46/EC を廃止する欧州議会及び理事会の 2016 年 4 月 27 日の

規則（EU）2016/679」（以下「一般データ保護規則」または「規則」という）によって、個人情報保護制度が

統一されるに至っている。 

しかし、①規則が適用されない領域が残っていること、②規則は多くの点を EU 加盟国の定めに委ねている

こと、③規則の内容を明らかにするためには具体的な適用を考慮する必要があることなどから、加盟国の法

制度を研究する意義が失われているとはいえないであろう。 

本稿ではフランスの現行法を検討の対象とするが、規則が適用される領域に対象を限定する。また、憲法

上の議論や個別条文の詳細、運用の実態などには立ち入ることができない。 

以下では、沿革（2）、基本理念（3）、適用範囲（4）、個人データの取扱い（5）、データ主体の権利（6）、

監督制度（7）、刑事罰（8）を順次検討する。 

2 沿革 

2-1 1978 年法

個人情報を保護するためにフランスで初めて制定されたのは、「データ処理、ファイル及び自由に関する

1978 年 1 月 6 日法律第 78-17 号」（以下「1978 年法」という）である。 

同法は、行政機関が保有していたファイルを統合し、全国民を網羅するデータベースを作成しようとした

ことが問題となった、いわゆる SAFARI（行政カード・個人リスト自動検索システム）事件をきっかけとして

制定された。 

同法は、第 1 章「原則及び定義」、第 2 章「情報処理と自由全国委員会」、第 3 章「自動データ処理開始の

事前手続」、第 4 章「個人データの収集、記録及び保存」、第 5 章「アクセス権の行使」、第 6 章「刑事罰」、

第 7 章「雑則」からなり、全文 48 条である。 

主な特色として、①公的部門と私的部門をあわせて規律していること、②事前手続（許可・届出制度）を

中心としていること、③独立の監督機関として「情報処理と自由全国委員会」（Commission nationale de 

l'informatique et des libertés、以下「CNIL」という）を設置したことなどを挙げることができる。 

2-2 2004 年法

1978 年法は、「個人データの取扱いに係る自然人の保護に関する、また、情報処理、ファイル及び自由に

関する 1978 年 1 月 6 日法律第 78-17 号を改正する、2004 年 8 月 6 日法律第 2004-801 号」（以下「2004 年法」

という）によって大きく改正された。 

この改正は、EU の「個人データ処理に係る個人の保護及び当該データの自由な移動に関する 1995 年 10 月

24 日の欧州議会及び理事会の指令 95/46/EC」（以下「1995 年指令」という）の制定を受けて行われた。「指

令」は立法上の指針を定め、加盟国による具体化を求める法形式である（欧州連合運営条約 288 条 3 項）。 

2004 年法は、第 1 章「原則及び定義」、第 2 章「個人データ取扱いの適法要件」、第 3 章「情報処理と自由

全国委員会」、第 4 章「取扱実施の事前手続」、第 5 章「取扱責任者に課せられる義務及び本人の権利」、第 6

章「取扱実施の統制」、第 7 章「情報処理と自由全国委員会による制裁」、第 8 章「刑事罰」、第 9 章「健康の

領域における研究目的による個人データの取扱い」、第 10 章「治療及び予防の実施または活動の評価または

分析のための健康に係る個人データの取扱い」、第 11 章「報道及び文学芸術表現のための個人データの取扱

い」、第 12 章「欧州共同体に属さない国への個人データの移転」、第 13 章「雑則」からなり、全文 72 条であ
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る。 

大きな改正点として、①CNIL に調査・制裁権限を付与したこと、②領域ごとの特則を設けたこと、③EU

加盟国以外の国（以下「第三国」という）への個人データの移転に関する規定を設けたことなどを挙げるこ

とができる。 

2-3 2018 年法

2004 年法については、「デジタル共和国のための 2016 年 10 月 7 日法律第 2016-321 号」（以下「2016 年法」

という）などによる改正があったが、2018 年、「個人データの保護に関する 2018 年 6 月 20 日法律第 2018-493

号」（以下「2018 年法」または「法」という）によって、再度大きく改正された。 

この改正は、一般データ保護規則及び「刑事犯罪の予防、捜査、摘発もしくは訴追または刑罰の執行を目

的とする所管機関による個人データの取扱いに関する自然人の保護並びに当該データの自由な移動に関する、

また理事会枠組み決定 2008/977/JHA を廃止する、2016 年 4 月 27 日の欧州議会及び理事会の指令（EU）

2016/680」（以下「刑事司法指令」という）の制定に伴うものである。 

「指令」と異なり、「規則」は加盟国に直接適用される法形式であるが（欧州連合運営条約 288 条 2 項）、

一般データ保護規則は多くの点で加盟国の立法裁量を認めている。また、刑事司法指令については、これを

国内法化する必要がある。さらに、EU 法が適用されない分野（国家の安全及び国防）があり、この分野につ

いても個人情報保護のための規制を行う必要がある。 

そこで、2018 年法は、全体に共通する規定を定める第 1 編、一般データ保護規則が適用される分野につい

て定める第 2 編、刑事司法指令が適用される分野について定める第 3 編、国家の安全及び国防について定め

る第 4 編、海外領土について定める第 5 編から構成されており、全文 128 条である。 

大きな改正点として、①一般データ保護規則の直接適用が前提となっていること、②事前手続の大半を廃

止したこと、③自主規制の制度を拡充したこと、④CNIL の権限を大きく強化したことなどを挙げることがで

きる。 

3 基本理念 

3-1 2018 年法の規定

法 1 条 1 項は、「情報処理は個々の市民に仕えるものでなければならない。その発展は国際協力の枠組みの

中で行われなければならない。情報処理は、人のアイデンティティ、人権、私生活（la vie privée）、個人

的及び公的自由を侵害してはならない」と定める。この規定は、1978 年法 1 条以来、全く変わっていない。 

法 1 条 2 項は、「自らに関する個人データについてなされる利用について決定し、コントロールする人の権

利、及び、これらのデータを取り扱う者に課せられる義務は、2016 年 4 月 27 日の欧州議会及び理事会の規

則（EU）2016/679、2016 年 4 月 27 日の欧州議会及び理事会の指令（EU）2016/680、並びに本法の枠内で行

使される」と定める。この規定は、後述するように、2016 年法によって新設され、2018 年法によって修正さ

れている。 

3-2 憲法上の権利としての「私生活の尊重を求める権利」

フランスでは、1970 年の改正により、「私生活の尊重を求める権利（droit au respect de la vie privée）」
が民法典 9 条に規定された。1978 年法においても、上記のように、「私生活」を侵害してはならない旨が明

記されている。もっとも、その憲法上の位置づけは明確でなかった。 

憲法院は、1995 年の監視ビデオ判決において、「私生活の尊重を求める権利」が、「個人的自由（liberté 
individuelle）」の 1 つとして、憲法による保障を受けることを認めた。 

「個人的自由」について、憲法院は、1977 年の車両検問判決において、「共和国の諸法律によって保障さ

れ、また、1958 年憲法前文により確認された 1946 年憲法前文で宣言された、基本的諸原理の 1 つである」

と認めていた。もっとも、同判決は、1958 年憲法 66 条 2 項に基づき、個人的自由の守護者は司法機関であ

るとも判示していた。1978 年法は、CNIL の行った処分について行政裁判所の管轄を認めていたことから、同

法の違憲論も有力に主張されていた。 

憲法院はその後、1999 年の包括疾病保障創設に関する法律判決及び PaCS（連帯民事契約）法判決において、

「私生活の尊重を求める権利」を、人権宣言 2条に基づくものとして位置づけたことから、上記の問題は解
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消した。2004 年法に関する判決もこの立場を維持している。 

 

3-3 2016 年法による「情報自己決定権」の導入 
2016 年法 54 条は、2004 年法 1 条に、「何人も、本法の定める要件のもとにおいて、自らに関する個人デー

タについてなされる利用について決定し、コントロールする権利を有する」という第 2 項を追加した。これ

は、ドイツ発祥の「情報自己決定権」を、明文で承認したものと解されている。2018 年法も、上記のとおり、

これを基本的に維持している（法 1 条 2 項）。 

この「情報自己決定権」が、ドイツと同様に憲法上の権利と解されるのか、上記の「私生活の尊重を求め

る権利」との関係がどうなるかなどは、今のところ不明確のようである。2018 年法についても憲法院に提訴

されたが、判決は「情報自己決定権」については言及していない。 

なお、一般データ保護規則 1 条 2 項は、「個人データの保護を求める権利（right to the protection of 

personal data, droit à la protection des données à caractère personnel, Recht auf Schutz 

personenbezogener Daten）」を保護している。欧州連合基本権憲章は、「私生活の保護を求める権利」（7 条）

とは別に、「個人データの保護を求める権利」（8 条 1 項）を保障している。欧州連合運営条約 16 条 1 項もこ

の権利を保障している。この「個人データの保護を求める権利」と、「私生活の保護を求める権利」及び「情

報自己決定権」の関係も、やはり明らかではない。 

4 適用範囲 

4-1 適用領域 
フランスでは、1978 年法以来、公的部門と私的部門を基本的に区別することなく規定しており、1995 年指

令もこれにならっていた。一般データ保護規則及び法も同様である。 

個人データの取扱いが「公共の安全への脅威からの保護及びその脅威の防止を含め、所管官庁によって犯

罪行為の防止、捜査、検知もしくは訴追または刑罰の執行のために行われる場合」には、一般データ保護規

則が適用されず（規則 2 条 2 項(d)）、刑事司法指令が定められていることから、2018 年法は第 3 編でこの点

の特則を置いている。特に、一定の要件が満たされたときは本人の権利を制限することができ（法 107 条）、

この場合は CNIL を通して間接的に権利を行使することとなる（同 108 条）。 

そのほか、一般データ保護規則が適用される分野についても、健康、研究等、報道等、電気通信分野につ

いては特則が設けられている（法第 2 編第 3 章第 3 節、第 4 節、第 5 節、第 4章）。また、上記のとおり、国

家安全及び国防については EU 法が適用されないが、この分野については法第 4 編に規定が置かれている。 

 

4-2 適用対象 
法が適用されるのは、「その管理者が本法 3条に定める要件を満たす場合において、その全部または一部が

自動的な手段による個人データの取扱い、並びに、自動的な手段以外の方法による個人データの取扱いであ

って、ファイリングシステムに含まれ、または含まれることが予定されているもの」である（法 2 条 1 項本

文）。ただし、「取扱いが自然人によって純粋に私的な行為または家庭内の行為の過程において行われる場合

を除く。」（同項ただし書）。これは一般データ保護規則（2 条 1 項及び 2 項（c））に従った規定である。 

 

4-3 死者の個人情報 
一般データ保護規則は死者の個人データには適用されないが、加盟国は、死者の個人データの取扱いに関

する規定を設けることができる（規則前文第 27 項）。 

フランスでは、2016 年法によって死者の個人情報に関する規定が設けられ、2018 年法においても維持され

ている。 

それによると、データ主体の権利（法第 2 編第 2 章）は、データ主体の死亡によって消滅するが、法 85

条に定める要件において、一時的に維持されうる（同 84 条 2 項）。具体的には次のとおりである。 

何人も、死後における自己の個人データの保存、消去及び開示に関する指示（directives）を定めること

ができる。指示には一般的なものと個別的なものがある（法 85 条Ⅰ第 1 項）。 

一般的指示は、データ主体に関する個人データの全体に関わるものである。一般的指示は、CNIL による認

証を受けたデジタル上の信頼できる第三者（un tiers de confiance numérique）のもとに登録することがで
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きる（同第 2 項）。 

一般的指示の参照情報及びそれが登録されたデジタル上の信頼できる第三者は、単一の登録簿に登録され

る。登録簿の態様及びアクセスについては、理由を付し公表される CNIL の意見を徴した上で、コンセイユ・

デタの議を経たデクレによって定められる（同第 3項）。 

個別的指示は、当該指示によって指定された個人データの取扱いに関わるものである。個別的指示は、関

係する管理者のもとに登録される。個別的指示については、データ主体の個別の同意の対象となり、利用契

約約款の一括同意によることはできない（同第 4項）。 

一般的及び個別的指示により、データ主体は、自らの死後、自己の権利が行使されるべき方法を定める（同

第 5 項第 1 文）。 

上記の指示は、その執行を担当する者を指定することもできる。当該担当者は、データ主体の死後、指示

を閲覧し、関係する管理者にその履行を求めることができる。指定がなされなかった場合、または、指示に

これに反する定めがない場合において、指定された者が死亡した場合、その相続人は、データ主体の死後、

指示を閲覧し、関係する管理者にその履行を求めることができる（同第 7 項）。 

指示がないとき、または、指示に反対の定めがないときは、データ主体の相続人は、データ主体の死後、

一定の場合において、データ主体の権利を行使することができる。 

5 個人データの取扱い 

5-1 取扱いに関する基本原則 
一般データ保護規則 5 条 1 項は、個人データの取扱いに関する基本原則として、①適法性、公正性及び透

明性、②目的の限定、③データの最小化、④正確性、⑤記録保存の制限、⑥完全性及び機密性を定める。法

4 条もほぼ同様の内容を定めている。 

また、規則 6 条は、個人データの取扱いが適法な場合として、①データ主体が同意を与えた場合、②契約

の履行等のために必要な場合、③法的義務を遵守するために必要な場合、④データ主体または他の自然人の

生命に関する利益を保護するために必要な場合、⑤公益のためまたは公的権限の行使として行われる職務の

遂行に必要な場合、⑥管理者または第三者の正当な利益のために必要な場合を挙げる。法 5 条もほぼ同様の

内容を定めている。 

一般データ保護規則は、情報社会サービス（information society services）の直接提供に係る個人デー

タの取扱いについて、16 歳以上の未成年者が単独で同意できるとするが、加盟国はその年齢が 13 歳を下回

らない限り、法律によって、より低い年齢を定めることができるとする（8 条 1 項）。法はこれを 15 歳から

と定めている（45 条 1 項）。 

 

5-2 管理者及び処理者の義務 
管理者による技術的及び組織的措置（法 57 条 1 項）、取扱活動の記録（同条 2 項）、個人データ侵害の通知

（同 58 条Ⅰ）、共同管理者（同 59 条）、処理者の責任（同 60 条 2 項）、管理者または処理者の権限のもとに

おける取扱い（同 61 条）、データ保護影響調査（同 62 条）及び CNIL との事前協議（同 63 条）については、

それぞれ、一般データ保護規則の対応する規定（24 条、30 条、33 条及び 34 条、26 条、28 条、29 条、35 条、

36 条）によるものとされる。 

 

5-3 センシティブな個人データ 
センシティブな個人データの取扱いを原則として禁止する法 6 条 1 項は、一般データ保護規則 9 条 1 項と

同じ内容である。例外については、同条 2 項に定める場合（法 6 条Ⅱ、データ主体の同意がある場合など）

のほか、公益によって正当化され、デクレによる許可（同 31 条Ⅱ・32 条）を受けた場合（同 6 条Ⅲ）、法 44

条に定める場合（医療上必要な場合等）が定められている。また、規則 85 条に基づき、報道等の目的での取

扱いについても例外が認められている（法 80 条）。 

センシティブな個人データに関する規定は、1978 年法 31 条以来存在していた。ドイツにおいては、1995

年指令を受けて、2001 年法で新設された。 

なお、日本法上の要配慮個人情報（個人情報保護法 2 条 3 項）には、「労働組合への加入を明らかにする個

人データ」、「自然人の性生活若しくは性的指向に関するデータ」が含まれていないことから、「個人情報の保
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護に関する法律に係る EU 及び英国域内から十分性認定により移転を受けた個人データの取扱いに関する補

完的ルール」（以下「補完的ルール」という）が定められている。 

そのほか、有罪判決、犯罪またはそれに付随する保安措置に関する個人データの取扱いは、裁判所等の公

的機関及び一定の私法上の法人などのみが行うことができるとされている（法 46 条）。 

 

5-4 事前規制 
2018 年法により従来の事前規制（許可・届出）の制度はほぼ廃止されたが、次の場合は例外となっている。 

自然人識別全国名簿登録番号（ numéro d'inscription des personnes au répertoire national 
d'identification des personnes physiques）については、原則として、理由を付し公表される CNIL の意見

を徴した上で、コンセイユ・デタの議を経たデクレによって定められる（法 30 条）。1978 年法 18 条以来、

同旨の規定が存在している。一般データ保護規則 87 条に基づく規定である。 

国家安全・国防・公安、もしくは、犯罪の予防・捜査・検知・訴追または刑罰及び保安処分の執行に関し、

国のために行われる個人データの取扱いについては、理由を付し公表される CNIL の意見を徴した上で、大臣

のアレテによって許可される（法 31 条Ⅰ）。公安を除いて、これらの取扱いには一般データ保護規則が適用

されない。 

上記の取扱いがセンシティブな個人データに関わる場合は、理由を付し公表される CNIL の意見を徴した上

で、コンセイユ・デタの議を経たデクレによって許可される（同条Ⅱ）。 

人の身元の認証またはコントロールに必要な遺伝子データまたは生体データに関し、公権力の特権の行使

として行動する国のための個人データの取扱いについては、理由を付し公表される CNIL の意見を徴した上で、

コンセイユ・デタの議を経たデクレによって許可される（法 32 条）。規則 9 条 4 項に基づく規定である。 

健康に関する個人データの取扱いについては、CNIL が定めるガイドライン（référentiels）に従っている

場合は CNIL への届出を（66 条Ⅱ2 項）、これに従っていないときはその許可を要する（同Ⅲ）。これも規則 9

条 4 項に基づく規定である。 

 

5-5 第三国等への個人データの移転 
一般データ保護規則によれば、EU 加盟国以外の国（第三国）または国際機関への個人データの移転

（transfers, transferts, Übermittlungen）は、①当該第三国等が十分なデータ保護の水準を確保してい

ることを認める欧州委員会の決定（十分性認定）がある場合（45 条 1 項）、②適切な保護措置が講じられて

いる場合（46 条 1 項）、③一定の要件が満たされている場合（49 条 1 項）にのみ許される。 

この点について、法は、刑事司法指令が適用される第 3 編と、国家安全等に関する第 4 編に規定を置くが、

一般データ保護規則が適用される第 2 編には規定がなく、もっぱら規則の規定が適用される。 

1995 年指令の下で、欧州委員会は、同委員会と米国商務省との間で合意された制度（セーフ・ハーバー制

度）について、十分な保護水準を保障している旨を決定していたが、EU 司法裁判所は、2015 年の先決裁定に

より、当該決定が無効であると判断した。その際、加盟国の監督機関が欧州委員会決定を無効と考えるとき

は、欧州司法裁判所への付託を求めて国内裁判所に訴訟を提起できるよう、加盟国は国内法で定めなければ

ならないと判示されていた（第 65 項）。これを受けて、法は次の規定をおいている。 

私人による管理者または処理者に対する申立てを受けて、個人データの取扱いに係る権利自由の保護に関

する主張に理由があると判断する場合、または、一般的に、自らの任務の範囲内において、上記の権利自由

の保護を確保するために、CNIL は、コンセイユ・デタに対し、場合によってはアストラントを付して、デー

タの移転の停止、または、CNIL が事前に命じたかかる移転の停止（後記 7-5 参照）の延長を命じるよう求め

ることができる（法 39 条 1 項前段）。 

この場合、CNIL は、規則 45 条に基づく欧州委員会の十分性認定、または、規則 46 条に定めるデータの移

転における適切な保障に関する欧州委員会のすべての行為について、その有効性を評価するために、欧州司

法裁判所に対して先決問題の申立てをすべき旨の意見を付する（法 39 条 1 項後段） 

当該データの移転が裁判所の裁判作用の行使においてなされる取扱作業に当たらない場合、CNIL は、刑事

司法指令 36 条に基づく欧州委員会の十分性認定に基づくデータの移転の停止、または、自らが既に命じた当

該移転の停止の延長を、当該十分性認定の有効性の欧州司法裁判所による評価を待ちつつ、コンセイユ・デ

タに命じるよう求めることができる（法 39 条 2 項）。 
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5-6 個人データの自動取扱い 
一般データ保護規則によれば、「データ主体は、当該データ主体に関する法的効果を発生させる、または、

当該データ主体に対して同様の重大な影響を及ぼす、プロファイリングを含むもっぱら自動化された取扱い

に基づいた決定の対象とされない権利を有する」（規則 22 条 1 項）。もっとも、①データ主体とデータの管理

者の間の契約の締結またはその履行のために必要となる場合（同条 2 項（a））、②管理者がそれに服し、かつ、

データ主体の権利及び自由並びに正当な利益の安全性を確保するための適切な措置も定める、EU 法または加

盟国の国内法によって認められる場合（同項（b））、③データ主体の明示的な同意に基づく場合（同項（c））

は、例外が認められる。 

フランスでは、1978 年法 2 条以来、同趣旨の規定が存在しており、1995 年指令 15 条によって取り入れら

れた。2018 年法は次のように定めている。 

判決については、人の行動に関する評価を含むいかなる判決も、当人の人格の一定の側面を評価するため

の個人データの自動処理を根拠として行われてはならない（法 47 条 1 項）。 

それ以外の決定については、次の場合を除き、人に対して法的効果を発生させまたは重大な影響を及ぼす

いかなる決定も、個人データの自動処理のみを根拠として行われてはならない（同条 2 項）。 

① 一般データ保護規則 22 条 2 項(a)及び(c)に定める場合（法 47 条 2 項 1 号） 

② 取扱いがセンシティブなデータに関わらないことを条件として、公衆行政関係法典 L.311-3-1 及び第 4

部第 1 編第 1 章（行政上の不服申立てに関する総則）を遵守してなされる個別的行政決定（法 47 条 2 項

2 号） 

公衆行政関係法典 L.311-3-1 に定める明示の記載（当該決定がアルゴリズムによる取扱いに基づいてなさ

れる旨の記載）を欠く場合、当該決定は無効となるとされる。また、当該決定について、管理者は、取扱い

がその者に対してなされたやり方を詳細かつ理解できる形でデータ主体に説明できるよう、アルゴリズムに

よる取扱いとその発展を把握しておく（s'assure de la maîtrise du traitement algorithmique et de ses 
évolutions）ことも規定されている。 

ただし、公衆行政関係法典第 4 部第 1 編に定める行政上の不服申立てについて行政庁が裁断するいかなる

決定も、個人データの自動処理のみに基づいて行ってはならない（法 47 条 3 項）。 

要するに、①センシティブなデータに当たらないこと、②自動処理に基づく旨（申請があれば取扱いのル

ール等を通知すること、③不服申立てが可能であることを要件として、自動処理のみに基づく個別的行政決

定を許容するものである。この規定に対しては批判が少なくない。 

 

5-7 自主規制等 
デ ー タ 保 護 オ フ ィ サ ー （ data protection officer, délégué à la protection des données, 

Datenschutzbeauftragter）とは、管理者または処理者の内部において個人データ保護を担当する独立した役

職である。ドイツ由来の制度であり、1995 年指令においても言及されていた（18 条 2 項・20 条 2 項）。フラ

ンスでは、2004 年法により、「情報処理と自由担当者（correspondant informatique et libertés）」として

導入されたが、指名は任意だった（22 条Ⅲ、67 条 2 項・3 項）。 

一般データ保護規則は、一定の場合において、管理者及び処理者に、データ保護オフィサーの指名を義務

づけている（37 条 1 項）。これを受けて、2018 年法は、管理者またはその代理人は、規則の定める要件に従

って、データ保護オフィサーを指名すべき旨を定める（57 条 2 項第 2 文）。 

一般データ保護規則は、加盟国等が、規則の適正な適用に寄与するための行動規範の作成を奨励すべきこ

と（40 条 1 項）、管理者または処理者を代表する団体等は行動規範案を作成できること（同条 2 項）、監督機

関は当該行動規範案を承認できること（同条 5項）、欧州委員会は、それが規則に適合すると判断した場合、

当該行動規範が EU 域内において一般的な有効性を持つ旨を決定できること（同条 9 項）、承認された行動規

範の監視は、監督機関及び認定を受けた組織によって行われること（41 条 1 項）などを定めている。 

1995 年指令にも同旨の規定があり（27 条）、2004 年法に「職業規範（règles professionnelles）」に関す

る規定が置かれていた（11 条 1 項 3 号（a）（b））。 

法は、CNIL の任務として、自然人特に未成年者の権利及び自由に対する個人データ処理に内在するリスク

を考慮して、管理者及び処理者に課せられた義務を定める行動規範の作成を奨励することを挙げる（8 条Ⅰ

第 2 号（b）第 2 文）。また、小委員会が、行動規範の遵守の監視を任務とする組織の承認を一時的に停止し

（21 条Ⅰ第 4 号）、撤回できること（23 条）を定める（後記 7-5 参照）。 
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一般データ保護規則は、加盟国等が、管理者及び処理者による取扱業務が規則を遵守していることを証明

する目的で、データ保護認証方法、データ保護シール及びデータ保護マークを設けることを奨励すべきこと

（42 条 1 項）、監督機関または指定された国内認定機関は、一定の要件を満たした認証機関を認定すること

（43 条 1 項第 2 文、2 項）、認証は、認定を受けた認証機関または監督機関によって行われること（42 条 5

項）などを定めている。 

法は、CNIL の任務として、人、製品、データシステムまたは手続について、それらが規則及び法に適合し

たものであることを認証し、認証機関の認定を行うこと（8 条Ⅰ第 2 号（h））、申請に基づき、または職権に

より、個人データ保護を目的とする製品または手続について、それらが法の規定に適合することを証するマ

ーク（label）を交付し、またはこれを撤回すること（同第 3 号）を挙げる。また、小委員会が、認証機関の

認定を一時的に停止し（21 条Ⅰ第 4 号）、撤回できること（23 条）を定めている（後記 7-5 参照）。 

6 データ主体の権利 

6-1 データ主体の権利 
情報提供を求める権利（法 48 条 1 項）、アクセスを求める権利（同 49 条 1 項）、訂正を求める権利（同 50

条）、消去を求める権利（忘れられる権利）（同 51 条Ⅰ）、取扱いの制限を求める権利（同 53 条）、ポータビ

リティーの権利（同 55 条）、異議を述べる権利（同 56 条 1 項）については、それぞれ、一般データ保護規則

（12 条～14 条、15 条、16 条、17 条、18 条、20 条、21 条）に定める要件に従って行使される旨が規定され

ている。 

規則によれば、すべてのデータ主体は、自らに関する個人データの処理が本規則に違反すると思料すると

きは、監督機関に申立てを行う権利（right to lodge a complaint, droit d'introduire une réclamation, 
Recht auf Beschwerde）を有する（77 条 1 項）。この規定を受けて、法は、CNIL の任務として、「申立て

（réclamations）、請願（pétitions）及び苦情（plaintes）」を取り扱い、必要な範囲で申立ての対象につい

て審理または調査を行い、合理的な期間内に進行状況及び調査の結果を申立人に通知することを挙げている

（法 8 条Ⅰ第 2 号（d））。 

 

6-2 団体訴訟 
一般データ保護規則によれば、加盟国は、加盟国の国内法に従って適正に組織され、公益にかなう定款上

の目的を有し、かつ、データ主体の個人データの保護と関連するデータ主体の権利及び自由の保護の分野に

おいて活動する非営利の組織、団体または協会が、データ主体による委任に関わりなく、当該加盟国内にお

いて、監督機関に異議を申し立てる権利（77 条）、及び、取扱いによって規則に基づくデータ主体の権利が

侵害されたと当該組織等が判断する場合、監督機関並びに管理者または処理者に対する司法救済の権利（78

条・79 条）を行使する権利を有することを定めることができる（80 条 2 項）。 

この規定は団体訴訟の導入を加盟国の裁量に委ねている。フランスでは、2016 年に個人情報保護の分野で

も団体訴訟が導入されていたが、2018 年法は次のように定める。 

本法に特段の定めがある場合を除き、団体訴訟について定める規定（21 世紀における裁判の現代化に関す

る 2016 年 11 月 18 日の法律第 2016-1547 号第 5 編第 1 章及び行政裁判法典第 4 部第 7 編第 10 章）が適用さ

れる（法 37 条Ⅰ）。 

同様の地位にある複数の自然人が、管理者または処理者の規則または本法の規定に対する同種の違反によ

り、共通の原因で損害を受けたときは、主張された個別事案に照らして管轄を有する民事裁判所または行政

裁判所において、後記の団体が団体訴権（action de groupe）を行使することができる。この場合、原告は

これを CNIL に通知する（同条Ⅱ）。 

この団体訴権は、上記の違反の差止め、または、被った物質的または精神的損害の賠償を得る目的で損害

をもたらした者の責任を追及するために、行使することができる（同条Ⅲ第 1 項）。規則は損害賠償請求権（82

条）を挙げていないので、後半部分は独自の規定である。 

この訴権を行使できるのは、次の団体のみである（法 37 条Ⅳ第 1 項）。 

①私生活の保護または個人データの保護を定款上の目的とし、少なくとも 5 年前から適法に届出を行って

いる団体 

②個人データの取扱いが消費者に関わる場合、消費者法典 L.811-1 に基づいて認定された全国レベルの代
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表的消費者保護団体 

③取扱いがこれらの組合の定款が保護する者の利益に関わる場合、労働法典 L.2122-1、L.2122-5 または

L.2122-9 もしくは公務員の権利義務に関する 1983 年 7 月 13 日法律第 83-635 号 8 条 bis 第 3 項の意味にお

ける労働者または公務員を代表する労働組合、または、司法裁判所の裁判官を代表する労働組合 

 

6-3 団体への委任 
一般データ保護規則によれば、データ主体は、自らに代わって異議を申し立て、自らに代わって監督機関

に対して異議申立てを行う権利（77 条）、監督機関もしくは管理者または処理者に対する司法救済の権利（78

条・79 条）を行使すること、加盟国の法が定める場合には、自らに代わって賠償金を受ける権利（82 条）を

行使することを、上記 2 に挙げた組織、団体または協会に委任することができる（80 条 1 項）。 

この規定は、団体訴訟と異なって、制度の導入を（損害賠償請求権を除き）加盟国に義務づけている。こ

れを受けて、法は次のように規定する。 

何人も、次の団体等に対して、規則 77 条ないし 79 条及び 82 条に定める権利を、自らに代わって行使する

ことを委任できる（法 38 条第 1 文）。損害賠償請求権についても委任を認めたものである。 

①上記 2 の団体または組織 

②個人データの取扱いにおいて権利自由が侵害されたときは、その定款上の目的が権利自由の保護と関連

する団体または組織 

③データ主体がその構成員であり、その定款上の目的が当該取扱いの目的と関連する利益の保護を含む団

体 

法第 3 編が適用される取扱い（間接申請制度が適用される場合）については、CNIL に対して申出を行い、

CNIL を被告として裁判所に訴えを提起し、もしくは、管理者または処理者を被告として裁判所に訴えを提起

するために、何人も、上記の団体または組織に委任を行うことができる（法 38 条第 2 文）。 

7 監督制度 

7-1 概説 
一般データ保護規則によれば、各加盟国は、個人データの取扱いと関連する自然人の基本的な権利自由を

保護し、かつ、EU 域内における個人データの自由な流れを促進するために、規則の適用を監視する責に任ず

る 1 つまたは複数の独立の公的機関を設置しなければならない（51 条 1 項）。 

上述のとおり、フランスでは、1978 年法以来、「情報処理と自由全国委員会」（Comission nationale de 

l'informatique et des libertés、CNIL）が設置されている。2018 年法は、「CNIL は独立行政機関（autorité 
administrative indépendante）である」とし（8 条Ⅰ第 1 文）、これが規則にいう国内の監督機関であると

する（同第 2 文）。CNIL については、法のほか、「独立行政機関及び独立公機関の一般的地位に関する 2017

年 1 月 20 日の法律第 2017-55 号」（以下「2017 年法」という）が適用される。 

CNIL の独立性は、①委員長の兼職が禁止されていること（法 9 条Ⅰ第 7 項第 2 文，2017 年法 10 条）、②予

算に財務統制（le contrôle financier）が適用されないこと（2017 年法 18 条 2 項）、③政府を含む何人も

CNIL の活動を妨害してはならないとされること（法 18 条 1 項）、④委員の罷免が制限されていること（2017

年法 6 条）、⑤CNIL の職員が委員長によって任命されること（法 10 条 1 項）などによって確保されている。 

なお、CNIL には、首相によって任命される政府委員（commissaire du Gouvernement）（及び政府委員補佐）

が置かれる（同 17 条 1 項）。政府委員は、CNIL の総会、執行部（bureau）の会合、小委員会に出席し、CNIL

及び小委員会のすべての意見及び決定を通知される（同条 2 項）。政府委員は、CNIL の議決から 10 日以内に

再議（une seconde délibération）を求めることができるが、後述する是正措置及び制裁は、その対象から

除外されている（同条 3 項）。 

 

7-2 任務 
CNIL は次の任務を行う（法 8 条Ⅰ第 3 文）。 

①すべての関係者及び管理者にその権利義務に関する情報を提供すること 

②個人データの取扱いが、本法の規定、並びに、法令、EU 法及びフランスの国際的な合意によって定めら

れた個人データの保護に関する規定に従ってなされるよう監督すること 
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③本法の規定に適合することを証するマークを交付すること 

④情報技術の発展に関する情報を収集し、必要に応じて、本法 1 条に定める権利自由の行使に対するその

影響の評価を公表すること 

⑤本法の適用、並びに、法令、EU 法及びフランスの国際的な合意によって定められた個人データの保護に

関する規定の適用に関わる争訟において、すべての裁判所に所見を提出すること 

 

7-3 組織 
CNIL は次の 18 名の委員によって構成される（法 9 条Ⅰ第 1項）。 

①国民議会及び元老院によって指名される 2 名の国民議会議員及び 2 名の元老院議員 

②経済社会環境評議会の総会によって選出される 2名の同評議会の委員 

③コンセイユ・デタの総会によって選出される 2名のコンセイユ・デタの構成員または元構成員 

④破毀院総会によって選出される 2 名の破毀院の構成員または元構成員 

⑤会計検査院総会によって選出される 2 名の会計検査院の構成員または元構成員 

⑥デクレによって任命されるデジタル技術及び個人の自由に関する問題の有識者 3 名 

⑦国民議会議長及び元老院議長によって指名されるデジタル技術及び個人の自由に関する問題の有識者そ

れぞれ 1 名 

⑧行政文書アクセス委員会（Commission d'accès aux documents administratifs, CADA）の委員長または

その代理 

以上のほか、権利擁護官（Défenseur des droits）またはその代理も、投票権を持たない構成員となる（同

第 2 項）。 

このように、監督機関の構成員が、立法権や裁判権等を代表する者など、多様である点が特色といえる。 

なお、⑧は 2016 年法（25 条）により追加されたものである。同じく 2016 年法（26 条）により、両者に共

通する事項について、CNIL と CADA が合議できる旨の規定も導入された（法 14 条）。また、一般データ保護

規則 86 条を受けて、情報公開制度による個人データの開示を認める規定も置かれている（法 7 条）。 

CNIL の委員長は、委員の中から、その在任期間において、大統領のデクレによって指名される（法 9 条Ⅰ

第 6 項）。この指名は、2008 年の憲法改正によって導入された両院の委員会による意見聴取の対象とされて

おり（憲法第 13 条第 5 項の適用に関する 2010 年 7 月 23 日の組織法律第 2010-837 号 1 条及び別表）、委員会

は 5 分の 3 の特別多数によって拒否権を行使できる（憲法 13 条 5 項）。 

制裁を担当する小委員会（la formation restreinte de la commission）は、CNIL によってその委員の中

から選出される委員長及び 5 名の委員によって構成される（法 9 条Ⅰ第 11 項第 1 文）。ただし、CNIL の執行

部の構成員（委員長及び副委員長）は、小委員会の委員となることができない（同項第 2 文）。後述するよう

に、手続保障の観点から設けられた制限である。 

 

7-4 調査権限 
一般データ保護規則は、各監督機関が、調査権限（investigative power, pouvoirs d'enquête, 

Untersuchungsbefugnisse）として、情報提供を命じる権限、データ保護監査の方式により調査を行う権限、

個人データ等へアクセスする権限、管理者及び処理者の施設へアクセスする権限等をもつことを求めている

（58 条 1 項）。 

法は、取扱実施の統制（contrôle de la mise en oeuvre des traitements）として、CNIL の委員及び委

任を受けたその職員は、①個人データの取扱いに使用されている施設等に立ち入ること（19 条Ⅰ）、②任務

に必要な文書・情報の提出、プログラム及びデータへのアクセス及び複製を求めること（同条Ⅲ）ができる

と定める。 

 

7-5 是正措置及び制裁 
一般データ保護規則は、各監督機関が一定の是正権限（corrective powers, pouvoir d'adopter toutes les 

mesures correctrices, Abhilfebefugnisse）をもつことを求めている（58 条 2 項）。これを受けて、法は、

CNIL 委員長による注意喚起及び督促と、小委員会による制裁を、分けて規定している。制裁については、権

利保障の観点から、憲法上、調査権限と制裁権限の分離が求められていることによる。 
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8 罰則 

一般データ保護規則は、加盟国に対し、規則への違反行為、特に、制裁金（83 条）が科されない違反行為

に適用可能な、制裁金以外の罰則に関する法令を定め、当該法令が実施されることを確保するために必要な

すべての措置を講じるよう求めている（84 条 1 項第 1 文）。また、これらの罰則は、効果的であり、比例的

であり、かつ、抑止力のあるものであるものでなければならないとする（同項第 2 文）。 

これを受けて、本法の規定に対する違反については、刑法典第 2 部第 2 編第 6 章第 5 節に罰則が定められ

ている（法 40 条）。詳細は省略するが、おおむね 5 年以下の拘禁刑及び 30 万ユーロ以下の罰金が定められて

いる。あわせて個人データの消去を命じることもでき、この場合は CNIL の構成員または職員がデータの消去

を確認する（刑法典 226-23 条）。法人については罰金が 5 倍とされ、活動の禁止等を命じることもできる（同

226-24 条）。 

訴訟における CNIL の所見提出権（前記 7-2）を保障するための規定も設けられている。共和国検事は、刑

法典第 2 部第 2 編第 4 章第 5 節に定める違反に係るすべての訴追について、場合によっては、その後の経緯

について、CNIL の委員長に通知し（法 41 条 1 項第 1 文）、判決公判の期日及び対象について、当該期日の少

なくとも 10 日までに送達される書留郵便により、CNIL の委員長に通知する（同項第 2文）。予審裁判所また

は判決裁判所は、CNIL の委員長またはその代理に対し、その所見を提出し、または、公判において口頭でそ

の所見を述べるよう促すことができる（同条 2項）。 

9 おわりに 

一般データ保護規則によって、EU においては個人情報保護制度が統一された。本稿で確認したように、公

的部門と私的部門の一体的な規律、センシティブなデータの処理の原則的な禁止、自動処理に基づく決定の

規制、独立の監督機関の設置などについては、フランス法が EU 法に取り入れられたものと見ることができる。 

これに対し、事前手続の原則的な廃止、データ保護オフィサーを含む自主規制の活用などについては、ド

イツや英米諸国の影響を受けたものといえる。 

フランスの現行制度については、死者の個人データの取扱い、自動処理に基づく決定、CNIL の監督権限に

関する規定などが、特に興味深い。「情報自己決定権」をめぐる議論の動向も注目される。 

本稿では、フランスの現行制度について、概括的な検討を行うにとどまった。個別の制度の詳細、運用の

実態、改正の動向等については、今後の検討課題としたい。 
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